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１．はじめに 

道路舗装はアスファルト舗装とコンクリート舗

装の 2 つに大きく分けられるが，養生期間が短い

ことや初期費用が低いという利点から，道路舗装

の約 9割がアスファルト舗装である。 

アスファルト舗装で使用するアスファルト混合

物は，品質を確保するために，適切な温度で使用す

る必要がある。アスファルト混合物が適切な温度

を保持できる時間は限られており，製造プラント

から出荷して施工箇所に到着，舗装を完了するま

での温度管理が品質を左右する。 

限られた時間の中で混合物の温度管理を効率的

に行うと同時に，舗装施工時の情報も取得できる

新たな舗装施工管理の手法として,道路管理者の

阪神高速道路と，施工者の NIPPO が施工情報一元

管理システム「Paving Manager-As」（以下，本シス

テム）を共同開発した。以下に,その概要と導入効

果,今後の展望を報告する。 
 
２．舗装の施工管理課題 

舗装工事の件数は，高度成長期に建設された道

路の修繕工事が増加している。修繕工事の多くは

交通規制を伴うため，規制時間内に施工を完了し

交通開放する必要があり，徹底した施工の進捗管

理が求められる。施工現場では時間に追われなが

ら，出来形管理，品質管理，立会検査など様々なタ

スクを同時進行させるため，工程毎に管理担当者

を配置している。各担当者は個別に施工情報を取

得しているが，他の担当者と情報共有されていな

い場合も多く，工程間のスムーズな連携の障害に

なっている。 

一方，道路管理者の観点では，利用者への影響を

最小限に抑えるため，交通規制時間内に施工者が

補修したものの検査を確実に実施すると共に，適

切な施工記録を残すことが肝要になる。 
 
３．システムの開発コンセプト 

前述の課題から，本システムは，舗装施工情報に

おける「トレーサビリティの向上」「リアルタイム

連携」「舗装施工情報の自動取得」をキーワードと

して開発した。（図-1 システムイメージ図） 
例えば，舗装工事にて使用される材料であるア

スファルト混合物は出荷から施工完了までの各作

業工程において材料温度を管理する必要がある。

現状は，現場で温度管理員が棒状温度計をアスフ

ァルト混合物の内部に挿入して温度を測定し，手

書きで記録しているが，他工程の担当者には情報

共有されていない。これだと各担当者間で，材料出

荷温度の調整指示や，材料運搬車の滞留による温

度保持時間のリミットを注意喚起すること等が難

しく，施工現場が混乱するリスクがある。 

図-1 システムイメージ図 

表－１  「Paving Manager-As」で取り扱う舗装施工管理データと管理手法の比較 

管理項目 従来の管理手法 「Paving Manager-As」の管理手法 

1.アスファルト混合物の出荷情報管理 紙伝票による管理 タブレット端末によるクラウド共有 

2.アスファルト混合物の材料温度管理 手動温度計測による手書き記録 RFID 方式による自動取得 

3.施工時の気象情報管理 気象情報の手書き記録 IoT 気象計による自動取得 

4.施工時の位置情報管理 測点の手書き記録 GNSS 機器による自動取得 

5.アスファルト舗装の出来形管理 レベル計測による手書き記録 写真測量技術によるデジタル計測 

6.橋梁ジョイント部を含む出来形管理 水糸下がり計測による手書き記録 IoT 計測器によるデジタル計測 



本システムを活用することで管理データを「自

動取得」し，プラットフォーム上に一元管理するた

め，各工程担当者が任意のタイミングで他工程の

施工情報にアクセスできる。これにより各工程間

がシームレスに連携されるため，施工進捗管理の

省力化が図れる。さらに，舗装の点検データと照ら

し合わせて，損傷との関係や影響有無に関する検

討に活用することで維持管理性向上も期待できる。 
取り扱う施工管理データは 6 項目（表－1）とし

たが，これらは現状の施工管理帳票として取り扱

っている項目である。 
 
４．システムの特徴 

発注者側と施工者側双方の関係者が，現場だけ

でなく，在宅勤務時や事務所等の様々な場面から

リアルタイムに舗装施工情報を把握することがで

きる環境とするため，本システムはブラウザ型の

アプリケーションとし，各種計測デバイスからの

情報を集約するプラットフォームとしている。ブ

ラウザ型であるため，システムへのログイン ID，

PW を有していれば，パソコンやタブレット，スマ

ートフォンを問わずアクセス可能である。 
以下に前述の 6 項目に対して現状の管理方法と

システムの機能を示す。 
4.1 アスファルト混合物の出荷情報管理 

現状，アスファルト混合物の出荷状況に関する

確認は，製造プラントが出荷する際に紙伝票を発

行し，現場到着後の受入れの際に，施工者側へ手渡

しするという方法がとられている。また，共同開発

した高速道路会社の土木工事共通仕様書（以下，共

通仕様書とする）では，材料の受入検査書類として

伝票を添付することを規定しているため，施工者

は事務所にて紙伝票をスキャンもしくは転記して

管理する必要がある。 
本システムでは，出荷情報のリアルタイム連携

を可能にするとともに紙伝票からの脱却を目的に，

プラントの出荷情報を直接システムへ登録・管理

するための出荷登録用アプリケーションを設けた。 
具体的には，製造プラント側が出荷時にアプリケ 
ーションに運搬車両ナンバーを入力するだけで， 

図-2 RFID タグ設置状況 

紙伝票と同様の情報（工事名，プラント名，出荷時

刻，材料種，出荷数量）が自動取得される。  
（図-2 RFID タグ設置状況） 
4.2 材料温度管理 

アスファルト舗装の温度管理として，運搬車両

ごとにアスファルト混合物の出荷温度，到着温度，

敷均し温度及び転圧温度を検査することが共通仕

様書で規定されている。施工者は，運搬車両ごとに

全ての温度を手動で計測し，手書きで記録した内

容を事務所に持ち帰り，帳票を作成することが一

般的である。また，舗装の温度管理は立会いにより

検査を行うよう規定されているため，発注者も多

大な時間と労力を要している。 
本システムでは，施工時の温度管理記録の自動

化を実現させた。機材構成は図-3 に示すとおりで

あり，アスファルトフィニッシャにプラットフォ

ームへの通信機能を有した制御 PC を取り付け，

RFID リーダや表示灯など各種デバイスと連携さ

せている。なお，RFID とは，近距離の無線通信を

用いて，ID 情報などのデータを記録した専用タグ

と非接触による情報のやりとりをする技術であり，

本システムでは，アスファルトフィニッシャに

RFID リーダを，運搬車両に RFID タグを設置して

いる。 
また，運搬車両には，RFID タグ以外に無線通信

機能を搭載した温度ロガーを設置する。各種温度

の計測方法はそれぞれ以下の通りである。 

 
図-3 温度管理機能の機材構成図 

 
4.2.1 出荷温度 

A) 事前に運搬車両に RFID タグを設置してお

き，アスファルト混合物を積み込んだ後，

保温シートを被せるタイミングで温度セン

サを材料へ差し込む 
B) 製造プラント側が前述の出荷登録用アプリ

ケーションで情報を登録する 
C) 材料に差し込んだ温度センサで温度を常時

計測し，運搬中に計測された温度の最高値

を出荷温度として自動記録する 
 



4.2.2 到着温度 
A) 事前にアスファルトフィニッシャに RFID

リーダを設置しておく 
B) 現場に到着した運搬車両が荷下ろしのため

にアスファルトフィニッシャまで後退する 
C) 運搬車両の RFID タグを認識した時点の計

測温度を到着温度として自動記録する 
D) 規格値外の温度が計測された場合，アスフ

ァルトフィニッシャに設置した表示灯から

ブザーが鳴り，確認を促す機能がある 
4.2.3 敷均し温度 

A) 事前にアスファルトフィニッシャ後部へ敷

均し温度用の表面温度計を設置しておく 
B) 運搬車両の RFID を認識した時点を敷均し

開始，荷下ろしが完了した後，運搬車両が

離れて RFID が認識範囲外となった時点を

敷均し終了とみなし，この間に計測された

温度の最高値を敷均し温度として自動記録

する 

 
図-4 到着温度の自動取得イメージ 

 
図-5 敷均し温度の自動取得イメージ 

 

4.2.4 転圧温度 

専用のアプリケーションを入れたタブレット端

末とそのアプリに対応した無線温度計を用いて計

測する。計測状況を図-6 に示す。 
A) 敷均しが完了した箇所の舗設面へ無線温度

計のセンサを差し込む 
B) タブレット端末上で「記録」を押下すると，

その時点の温度を転圧温度として記録する 
 
4.3 施工時の気象情報管理 

 アスファルトフィニッシャに搭載した気象計に

より，気温，湿度，風速，降雨量を計測し，到着温

度が計測された時点の気象情報を自動記録する。 
4.4 施工時の位置情報管理 

 現場の進捗を視覚的に把握することや GIS 等の

地図情報システムと連携することを目指して，本

システムでは，施工位置情報を計測し，リアルタイ

ムに閲覧可能な仕組みを構築している。位置情報

は，アスファルトフィニッシャに設置した GNSS
機器を通じて取得する。プラットフォーム上で表

示される施工位置情報のイメージを図-7 に示す。

運搬車両ごと敷均し開始時点で赤色のピンを，敷

均し終了時点で青色のピンにより GNSS 記録位置

を表現している。ピンを選択すると，その地点の施

工日時，各種温度等の舗装施工情報を確認できる。 

 
図-6 転圧温度計測状況 

 
図-7 施工位置 地図表示 

 

4.5 出来形管理記録 

施工履歴を適切に記録・蓄積し，将来の維持修繕

に有効活用するため，デジタル情報として施工箇

所の出来形を保存するプラットフォームがある。 
設定した基準高さに糸を張り，下がり計測する

従来からの計測方法の他，デジカメ測量機器等の

計測技術にも対応させるため，各種計測方法で取

得・記録した出来形帳票をプラットフォームへア

ップロードする仕様とした。 
4.6 橋梁ジョイント部を含む平坦性 

橋梁ジョイント部の平坦性に関しては，施工者

が必要に応じて自主的に管理しているため，計測

方法の規定はなく，記録・報告の義務もない。しか

し，施工品質の向上を促す目的で，本システムのプ

ラットフォームに保存できる仕様とした。 
例えば，図-8 に示す電子水平計「フロアプロフ

ァイラ」でジョイント前後の舗装形状を効率的に



計測・記録するなど，将来の道路舗装の維持・修繕

に活用できる情報の積極的な取得が期待される。 

図-8 フロアプロファイラ計測状況と帳票例 

 

５．現場導入効果 
5.1 道路管理者のメリット 

舗装施工情報の一元管理によるトレーサビリテ

ィの向上が期待される。 

現状は，温度をはじめとする舗装施工情報を紙

ベース，もしくは記録用紙を電子データ化して保

存しているため，損傷等が発生した場合には，保管

されている紙もしくは電子データの中身を 1 つず

つ確認する必要があった。本システムでは，施工情

報や気象情報を位置情報と紐づけたうえで，電子

データとして一元的に管理するため，工事名や施

工日に加えて，施工位置等の情報からも検索をか

けて効率的に該当するデータを探すことができる。 
本システムの活用と，高速道路会社が保有する

工事状況共有システムや情報共有プラットフォー

ム（GIS など）が連携すれば，施工データと損傷と

の関係性を検討することが可能となり，維持管理

性の向上や補修計画の策定等，更なるトレーサビ

リティの向上に寄与できると考えている。 
5.2.  施工者のメリット 

1)舗装施工情報の自動取得による生産性・安全

性の向上 

施工者は現状，運搬車両の荷台に上がって到着

温度を計測するなど各種温度を手動で計測し，手

書きにより記録しているため，作業負荷が大きく

墜落・転落のリスクも伴っている。本システムでは，

各種温度データの取得とプラットフォームへの転

送が自動的に行われるため，管理人員が 3 人工か

ら 1 人工に削減出来ると共に，荷台に上がる作業

が不要となるため安全性も確保される。 
2)帳票自動作成機能による働き方改革の推進 

本システムでは，自動取得された舗装施工情報

に関する帳票が自動的に作成される。現状の施工

終了後に事務所で現場データの整理をする作業を

削減し，施工が終わると同時に書類も自動的に完

成すれば，働き方改革への寄与が期待される。 
5.3 道路管理者，施工者双方のメリット 

施工情報のリアルタイム連携による業務効率化

が期待される。 

現場で自動取得された舗装施工情報がリアルタ

イムに本システムへ集約され，道路管理者と施工

者双方に連携されることで，双方の関係者は，事務

所等の現場から離れた場所であっても任意のタイ

ミングでそれらの情報を確認することが可能とな

る。例えば，プラント側で運搬車両の滞留状況を把

握することや，出荷材料が適切な品質で，現場使用

されているかを,遠隔地にいながら確認できるよう

になるものと考えられる。これにより，遠隔臨場の

実施が容易となり，双方の現場に出向く回数が低

減される。また，より多くの工事関係者が施工状況

を確認できるので，工程管理や品質管理の見落と

しを減らし，早期の修正対応にもつなげられる。 

 
図-9 従来の到着温度計測状況 

 
図-10 システム活用時の到着温度計測状況 

 
６．今後の課題及び展望 
6.1 舗装施工管理に関するルール改定 

 既存のルールのままでは，従来通りの管理方法

と合わせて二重管理が必要となることが課題であ

る。本システムを含む ICT 技術等を活用して施工

情報を自動取得できる場合の提出書類や検査の効

率化についても，道路管理者と施工者双方が効果

を得られるように協議を進めていきたい。 
6.2 展望 

建設就労人口の減少が想定される今後の道路舗

装全般の維持・管理を考えると，舗装施工情報のデ

ジタル化，リアルタイム共有は，効率化を図る上で

必須であると考える。本技術を定着させるため，現

場試行を継続しながら運用方法を確立すると共に，

本システムをさらに発展させ，道路舗装業界の働

き方を刷新する技術として普及させていきたい。 


